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研究要旨 後縦靱帯骨化症（OPLL）には糖尿病（DM）が合併することが多いが、

DMが手術成績に与える影響に関しては質の高いエビデンスが少ない。我々は OPLL

研究班 28施設にて多施設前向き研究を行い、DMが頚椎 OPLLの手術成績に与える

影響を検討した。感染、C5 麻痺など周術期合併症の項目別発生率には差がなかっ

たが、合併症全体の発生率は DM 群が有意に高かった。術後 2 年時に DM 群は JOA

スコア、JOA改善率、JOACMEQの下肢機能と QOLが有意に低値であった。 

 

Ａ．研究目的 

糖尿病が頚椎後縦靱帯骨化症の手術成績に

与える影響を明らかにすること。 

 

 

Ｂ．研究方法 

倫理審査委員会の承認の後、28施設から提

供されたデータを基にデータベースを作成

した。2014 年-2017 年の頚椎 OPLL手術症例

478 例中、2年間経過観察可能であった 402

例を解析対象とした（男性 298例、女性 104

例、平均年齢 64 才）。 

  

Ｃ．研究結果 

402 名中 127名（30％）が DMを合併してい

た。DM群は非 DM 群に比較して、術前の BMI

が有意に高く、JOACMEQの下肢機能が有意に

低かったが、JOA スコアや身体各部位の痛み

VAS に関しては差がなかった。感染、C5 麻

痺など周術期合併症の項目別発生率には差

がなかったが、合併症全体の発生率は DM群

が有意に高かった。術後 2 年時に DM 群は

JOAスコア、JOA改善率、JOACMEQの下肢機

能と QOLが有意に低値であった。 

 

Ｄ．考察 

高血糖が全身の慢性炎症を惹起することや、

脊髄損傷モデルにおいてマイクログリアの

活性化を介して機能回復を抑制することが

指摘されている。頚髄症の術後においても、

DMによる高血糖が神経機能回復を阻害する

可能性が示唆された。 

 

Ｅ．結論 

頚椎OPLL手術の多施設前向き研究において、

DM患者は非DM患者に比較して術後2年時のJ

OAスコアとJOACMEQが有意に低値であった。 

 
Ｆ．健康危険情報 
  総括研究報告書にまとめて記載 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1.特許取得 

該当なし 

 

2.実用新案登録 

該当なし 

 

3.その他 

該当なし 

  


